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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

   提出会社の経営指標等 

 （注）１ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記

載しておりません。また、持分法を適用した場合の投資損益については、関連会社がないため記載しており

ません。 

回次 第46期 第47期 第48期 第49期 第50期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (千円) 9,540,568 11,054,956 10,168,475 11,872,829 13,229,763 

経常利益 (千円) 168,775 532,100 549,855 919,160 1,005,640 

当期純利益 (千円) 59,628 303,473 300,353 633,530 578,768 

持分法を適用した場合の投

資利益 
(千円) ― ― ― ― ― 

資本金 (千円) 222,700 222,700 222,700 222,700 222,700 

発行済株式総数 （株） 3,230,000 3,230,000 3,230,000 3,230,000 3,230,000 

純資産額 (千円) 3,175,646 3,442,025 3,695,831 4,287,715 4,802,900 

総資産額 (千円) 5,341,198 5,700,131 5,448,947 6,385,246 7,595,170 

１株当たり純資産額 （円） 983.32 1,063.39 1,143.61 1,326.10 1,486.04 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当

額） 

（円）

（円）

12 

(―) 

12 

(―) 

12 

(―) 

18 

(―) 

18 

(―) 

１株当たり当期純利益金額 （円） 18.46 91.55 92.22 194.41 177.85 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 59.5 60.4 67.8 67.2 63.2 

自己資本利益率 （％） 1.9 9.2 8.4 15.9 12.7 

株価収益率 （倍） 30.9 6.2 7.6 7.5 9.8 

配当性向 （％） 65.0 13.1 13.0 9.3 10.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 366,524 1,355,103 423,194 1,039,000 1,085,205 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △830,252 △988,651 △428,271 △1,042,234 △1,031,325 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 281,231 △358,638 △38,794 △39,109 △57,959 

現金及び現金同等物 

の期末残高 
(千円) 104,514 112,327 68,456 26,112 22,033 

従業員数 （名） 204 220 215 214 234 



２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日

企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 



２【沿革】 

年月 概要 

昭和32年３月 伊達食品株式会社として資本金5,000千円で福島県伊達郡桑折町大字谷地字塚下１番地に設立、

果実缶詰の製造を開始する。 

昭和46年３月 東洋水産株式会社が大和製罐株式会社の仲介により、当社の主要株主となり当社が子会社となっ

たのを機に商号を福島東洋株式会社と変更し、即席麺、調理品の製造を開始する。 

昭和51年11月 レトルト米飯（パウチ製品）を自社開発し、東洋水産株式会社向けに製造を開始する。 

昭和52年１月 本社および工場を福島県伊達郡桑折町大字成田字二本木10番地の１（現在地）に移転、レトルト

米飯の本格的生産に着手する。 

昭和52年７月 株式会社アートコーヒーの飲料缶（缶入り飲料）の受託製造を開始する。（昭和55年３月契約解

除） 

昭和54年７月 果実缶詰の製造を中止する。 

昭和55年５月 ユーシーシー上島珈琲株式会社と飲料缶（缶入り飲料）の製造委託基本契約を締結、製造を開始

する。（平成12年７月契約解除） 

昭和61年10月 大塚化学株式会社とレトルトカレーの製造委託基本契約を締結、製造を開始する。 

平成元年２月 ユーシーシー上島珈琲株式会社扱いのサントリー株式会社の飲料缶（缶入り飲料）の製造を開始

する。 

平成元年３月 旭化成工業株式会社（現旭化成ファーマ株式会社）と経口経管濃厚流動食の製造委託基本契約を

締結、同年９月より製造を開始する。 

平成７年７月 紙容器入り流動食の無菌充填方法を開発し、旭化成工業株式会社（現旭化成ファーマ株式会社）

向けに製造を開始する。 

平成９年２月 アサヒビール食品株式会社（現アサヒフードアンドヘルスケア株式会社）と冷凍麺類の製造委託

基本契約を締結する。（平成15年３月契約解除） 

平成９年５月 東洋水産株式会社とトレー入り無菌包装米飯の製造委託基本契約を締結する。 

平成９年７月 商号をフクシマフーズ株式会社に変更する。 

平成10年11月 日本証券業協会に株式を店頭登録する。 

平成12年５月 サントリー株式会社と清涼飲料水の製造委託基本契約を締結する。（平成15年10月契約解除） 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場する。 



３【事業の内容】 

 当社の親会社である東洋水産株式会社が営んでいる主な事業内容は、魚介類の仕入・加工・販売、即席麺を中心と

する加工食品の製造・販売、冷蔵倉庫業ならびに不動産賃貸業であります。当社は東洋水産株式会社の子会社とし

て、同社からの製造委託に基づくマルちゃんブランドの即席麺および包装米飯の製造を主な事業内容としておりま

す。 

＜即席麺、米飯部門＞ 

＜その他＞ 

 流動食部門において、旭化成ファーマ株式会社等から製造委託を受けて、濃厚流動食を製造しております。 

４【関係会社の状況】 

 （注） 有価証券報告書を提出しております。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の被所有割
合（％） 

関係内容 

（親会社） 

東洋水産㈱ 
東京都港区 18,969,524 食品の製造販売 51.84 

同社即席麺、包装

米飯製品の一部を

受託製造しており

ます。 

役員の兼任等…有 

  平成18年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

234 39.5 9.6 3,489,279 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度におけるわが国の経済は、地域、業種、企業間の格差はあるものの、いち早く増加している設備投資

に続き、雇用情勢の改善を通じ、個人消費が穏やかに回復しつつ推移しております。ただ今後も原油価格が高騰

し、原料価格に反映しコストの上昇を企業内で吸収できるかどうか、また他社との競合で価格転嫁ができるのか、

まだ予断を許さない状況であります。 

 このような状況の中で、当社は「安全で安心な食品を安定してお客様に提供する」ことを基本方針に製造設備の

見直しによる省力化、省エネルギー化等のコスト削減と、品質管理体制の強化、環境問題への取り組みを積極的に

行ってまいりました。 

 その結果、当事業年度の売上高は13,229,763千円(前年同期比11.4％増)、経常利益は1,005,640千円(前年同期比

9.4％増)、当期純利益は578,768千円(前年同期比8.6％減)となりました。 

 部門別業績の概況は次のとおりであります。 

［即席麺部門］ 

 カップ麺、袋麺、豆カップシリーズと順調に推移したことにより、売上高は8,294,013千円(前年同期比11.4％

増)となりました。 

［米飯部門］ 

 無菌包装米飯の「あったかごはん」や、トレー入りレトルト包装米飯の「あったか赤飯」「あったか五目釜め

し」「ふっくらお赤飯」「ふっくら五目ごはん」等が順調に推移したことにより、売上高は4,465,494千円(前年

同期比5.8％増)となりました。 

［その他］ 

 濃厚流動食は順調に推移しました。また平成17年10月よりＦＤ（フリーズドライ）カップスープ製品の生産を

新たに開始したことにより売上高は470,255千円(前年同期比128.7％増)となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

  当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）については、前期末残高26,112千円に比べて

  4,079千円減少し、当期末残高22,033千円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金は、1,085,205千円の収入となり前年同期比46,204千円の増加となりました。これは主

に、法人税等の支払による支出が増加したものの売上債権の増加額が減少したこと等によるものであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金は、1,031,325千円の支出となり前年同期比10,909千円の支出の減少となりました。これ

は主に、有形固定資産取得による支出があったものの貸付金の回収による収入が増加したことによるものであり

ます。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金は、57,959千円の支出となり前年同期比18,849千円の支出の増加となりました。これは主

に、配当金の支払いの増加によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当事業年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当事業年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 最近２事業年度の主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであ

ります。 

  （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門 生産高（千円） 前年同期比（％） 

即席麺 8,297,514 11.4 

米飯 4,462,512 5.4 

その他 479,144 133.8 

合計 13,239,171 11.4 

事業部門 
受注高 受注残高 

金額（千円） 前年同期比（％） 金額（千円） 前年同期比（％） 

即席麺 8,330,776 11.7 192,679 23.6 

米飯 4,480,872 5.3 105,189 17.1 

その他 483,052 128.5 34,801 58.2 

合計 13,294,701 11.5 332,670 24.3 

事業部門 販売高（千円） 前年同期比（％） 

即席麺 8,294,013 11.4 

米飯 4,465,494 5.8 

その他 470,255 128.7 

合計 13,229,763 11.4 

相手先 
前事業年度 当事業年度 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

東洋水産株式会社 11,562,225 97.4 12,851,997 97.1 



３【対処すべき課題】 

 当社は食品に携わる企業として、社会的責任を自覚し、安全・安心な食品を提供することはもとより、法令を遵守

し、社会・消費者・株主・従業員に対して貢献できる会社を目指します。 

 また、品質・環境の統合マネジメントシステムを構築し、ＩＳＯ9001・ＩＳＯ14001の認証取得をしました。これ

らを活用し経営効率の向上につなげ、製品の安全、環境保全、資源の有効利用、省エネルギー、廃棄物のリサイクル

化等の品質管理・環境問題に対し、その有効性を継続的に改善してまいります。 

 今後、世界的に供給不足とされる原油価格の高騰により、包材、原材料等の価格の値上がりが懸念されコスト高が

予想されますが、製造コストの更なる削減を進めてまいります。 

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年6月27日）現在において当社が判断したも

のであります。 

    ①経済状況 

 当社は加工食品を中心とした食品製造業を営んでおります。そのため、ＢＳＥ問題、鳥インフルエンザの発生、

残留農薬問題などの食品に係る諸問題の発生に伴い、一部の製品受注等に影響を受ける可能性があります。また冷

夏などの天候にも影響を受ける製品もあります。当社は、消費者の不信を取り除き、安心して購入していただける

ようにＩＳＯの認証を取得し、より一層の原材料等の管理体制の強化を図っておりますが、自然または人為的な諸

問題により影響を受ける可能性があります。 

 また食品業界全体において、個人消費の低迷、商品単価の下落が続き、販売競争がますます厳しくなっておりま

す。このような厳しい販売競争に対応するために、当社は、生産体制の再構築を進め、より一層のコスト削減を推

進してまいりますが、デフレ経済の継続、雇用不安などによる消費者心理の低迷など消費動向に影響を受け委託先

からの受注が減少する可能性があります。 

  ②親会社との関係 

    当社の主要販売先は、親会社である東洋水産株式会社であります。 

 最近５年間の東洋水産株式会社への売上割合は下記の通りであり、その比率は年々上昇傾向にあります。東洋水

産株式会社との関係は良好に推移しており、今後とも取引の維持、拡大に努める所存ですが、東洋水産株式会社の

事業展開の変更により、当社の経営成績に影響を受ける可能性があります。 

 最近５年間の売上高、東洋水産株式会社向けの売上高及び売上割合 

  ③製品事故 

 当社はＩＳＯの認証取得などを推進し安全な食品作りに積極的に取り組んでおり、製品事故を未然に防ぐための

設備の充実、管理体制の強化などを図っております。しかし原材料の腐敗や農薬などの問題、製造工程での異物の

混入、アレルゲン問題、流通段階での破袋等によるカビの発生など、製品事故が発生する可能性があります。その

ため製造物責任賠償保険等にも加入しております。万が一製造物責任賠償につながるような大規模な製品事故が発

生した場合には、製品回収など多額のコストの発生や当社の評価に影響を与え、それによる売上高の減少など、当

社の業績と財政状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  ④販売価格 

 食品業界全体が、個人消費の低迷、商品単価の下落が続き、販売競争がますます厳しくなっております。それに

伴い、当社の製造品についても、受託価格が下落し、当社の収益に影響を及ぼす可能性があります。また当社の製

造品に使用している一部の原材料（米、小麦粉など）についても収穫高などによる市場価格の変動の影響を受け、

これが製造コストに影響し、当社の収益に影響を及ぼす可能性があります。 

  ⑤公的規制 

 当社は各事業活動において食品衛生、食品規格、通商、独占禁止、特許、消費者、租税、環境、リサイクル関連

などの法規制の適用を受けており、当社はこれら規制を遵守しております。万が一これら規制を遵守することを怠

った場合、当社の事業活動が制限される可能性があります。またこれらの規制が遵守できなかった場合に設備の充

実などでコストの増加につながる可能性があり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 

売上高（千円） 9,540,568 11,054,956 10,168,475 11,872,829 13,229,763 

東洋水産㈱売上高 

（千円） 
8,007,502 9,520,991 9,817,384 11,562,225 12,851,997 

割合（％） 83.9 86.1 96.5 97.4 97.1 



５【経営上の重要な契約等】 

 当社は受託製造を主要業務としております。主な製造委託契約は次のとおりであります。 

６【研究開発活動】 

 当社の研究開発活動は、当社の主力製品であるレトルト食品類に関する新製品の開発を行っております。 

 消費者の健康志向が進み、市場での栄養機能食品の売上げが伸びていることから、当社の主力製品である無菌包装

米飯に合った栄養機能資材を選定し、栄養機能を付加した無菌包装米飯の開発を行っております。 

 現在、新製品の開発については、製品開発課の３名があたり、当事業年度における研究開発費は29,302千円であり

ます。 

相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間 

東洋水産㈱ マルちゃん製品 製造委託 平成13年４月１日から１年間（自動更新） 

旭化成ファーマ㈱ 濃厚流動食 製造委託 平成８年５月１日から１年間（自動更新） 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年6月27日）現在において当社が判断したものであ

ります。 

  （１）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しております。 

なお、個々の「重要な会計方針及び見積り」については、「第５ 経理の状況 財務諸表等 重要な会計方針」

に記載のとおりであります。 

  （２）当事業年度の経営成績の分析 

 ①売上高 

  「第２ 事業の状況 １業績等の概要（１）業績」をご参照ください。 

 ②経常利益 

  原料価格の安定化及び生産設備の効率的運用によるコストダウンにより、前年同期比9.4％増の1,005,640千

円となりました。 

 ③当期純利益 

  前事業年度は厚生年金基金代行部分返上益を特別利益に計上したため、前年同期比8.6％減の578,768千円と

なりました。 

なお、経営成績に重要な影響を与える要因については「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」をご参照くだ

さい。 

  （３）当事業年度の財政状態の分析 

 ①流動資産 

  流動資産は2,180,929千円となり、前年同期比398,642千円の減少となりました。これは主に、ＣＭＳ預け金

等が減少したことによるものであります。 

 ②固定資産 

  固定資産は5,414,240千円となり、前年同期比1,608,566千円の増加となりました。これは主に、米飯部門の

無菌包装米飯第2工場の建設に伴う建設仮勘定等の増加によるものであります。 

 ③流動負債 

  流動負債は2,197,148千円となり、前年同期比721,041千円の増加となりました。これは主に、無菌包装米飯

第2工場の建設に伴う未払金の増加によるものであります。 

 ④固定負債 

  固定負債は595,121千円となり、前年同期比26,301千円の減少となりました。これは主に、役員退職慰労引当

金の減少によるものであります。 

 ⑤資本 

  資本は当期純利益578,768千円計上したことにより4,802,900千円となり、前年同期比515,184千円の増加とな

りました。 

なお、資金の流動性については「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 （２）キャッシュ・フローの状況」を

ご参照ください。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度の設備投資は、即席麺および米飯製造設備の更新等、全体で2,102,971千円を実施いたしました。 

 主な内容としては、即席麺部門202,292千円、米飯部門1,665,552千円、間接部門207,122千円であります。 

 また、即席麺製造設備の更新等に伴い、製造設備等40,105千円を除却いたしました。 

２【主要な設備の状況】 

 （注）１ 帳簿価額の「その他」は、「車両及び運搬具」、「工具器具備品」および「建設仮勘定」の合計でありま

す。 

２ 「土地」の帳簿価額は「間接部門及び管理部門」の合計に含めております。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

４ リース契約による主な賃借設備は下記のとおりであります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備の新設等 

   重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

（２）重要な設備の除却等 

  該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業部門 
設備の 
内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（名） 建物及び 

構築物 
機械 
及び装置 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

本社及び工場 

（福島県伊達郡

桑折町） 

即席麺 

  

本社管理業務

及び製品製造

設備 

155,957 469,343 

467,569 

(43,057.46) 

800 626,101 100 

米飯  464,120 1,005,052 1,681,370 3,150,542 76 

その他 273,948 257,774 716 532,438 17 

間接部門

及び管理

部門 

  

197,116 129,396 20,388 814,471 41 

合計 1,091,143 1,861,566 
467,569 

(43,057.46) 
1,703,275 5,123,555 234 

名称 数量 リース期間 
年間 
リース料 

リース 
契約残高 

摘要 

電話設備 １式 ６年間 1,139千円 379千円 
所有権移転外ファイナンス・

リース 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法 

着手及び完了予定年月 
完成後の増
加能力 総額 

(百万円) 
既支払額
(百万円)

着手 完了 

 本社及び工場 

 （福島県伊達郡 

 桑折町） 

無菌包装米飯 

第二工場  
2,817 979 

 自己資金及び借

入金 
平成17年8月 平成18年6月 100％増加 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 有償一般募集 

ブックビルディング方式による募集 

発行価格480円 引受価額451円20銭 発行価額340円 資本組入額170円 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式1,000株は「個人その他」の欄に含めて記載しております。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 11,500,000 

計 11,500,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数（株） 

（平成18年３月31日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（平成18年６月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 3,230,000 3,230,000 ジャスダック証券取引所 ― 

計 3,230,000 3,230,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 

（千円） 

資本金残高 

（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 
（千円） 

平成10年11月27日 

（注） 
350,000 3,230,000 59,500 222,700 98,420 213,620 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満 
株式の状況 
（株） 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数（人） ― 6 2 19 1 ― 500 528 ― 

所有株式数（単元） ― 146 3 2,106 4 ― 969 3,228 2,000 

所有株式数の割合

（％） 
― 4.52 0.09 65.24 0.12 ― 30.03 100.0 ― 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２個）含ま 

 れております。 

  

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

東洋水産株式会社 東京都港区港南２丁目13番40号 1,672 51.76 

株式会社榎本武平商店 東京都江東区新大橋２丁目５番２号 121 3.74 

吉川紙業株式会社 福島県伊達郡桑折町大字成田字元宿２番地 77 2.38 

フクシマフーズ従業員持株会 福島県伊達郡桑折町大字成田字二本木10―１ 57 1.76 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 50 1.54 

株式会社東邦銀行 福島県福島市大町３番25号 50 1.54 

株式会社トーモク 東京都千代田区丸の内２丁目２番２号 50 1.54 

大日本印刷株式会社 東京都新宿区市谷加賀町１丁目１番１号 50 1.54 

加 藤   忠 福島県伊達郡桑折町 37 1.14 

佐藤株式会社 福島県郡山市中町２番７号 37 1.14 

計 ― 2,201 68.14 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

1,000 
― ― 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

3,227,000 
3,227 ― 

単元未満株式 
普通株式 

2,000 
― ― 

発行済株式総数 3,230,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 3,227 ― 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

フクシマフーズ㈱ 

福島県伊達郡桑折町 

大字成田字二本木 

10-1 

1,000 ― 1,000 0.03 

計 ― 1,000 ― 1,000 0.03 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注） 平成18年６月27日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項の規

定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社の利益配分に関しましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定し

た配当を継続して実施していくことを基本方針としております。 

 当事業年度の利益配当につきましては、上記方針に基づき１株あたり18円の配当を実施することを決定しました。

 内部留保資金につきましては、将来の事業展開に備えて充実を図り、有効投資してまいりたいと考えております。

  平成18年６月27日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 ― ― ― 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第49期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第46期 第47期 第48期 第49期 第50期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 730 640 726 1,560 1,979 

最低（円） 460 475 540 ※ 700 1,290 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,522 1,536 1,610 1,979 1,802 1,851 

最低（円） 1,399 1,400 1,497 1,595 1,681 1,664 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

社長 
 磯 谷  晋 昭和20年11月29日生 

昭和43年４月 甲府東洋㈱入社 

4 

平成７年６月 ㈱酒悦取締役就任 

平成13年６月 八戸東洋㈱代表取締役専務就任 

平成17年６月 当社代表取締役社長就任 

現在に至る 

平成17年６月 八戸東洋㈱代表取締役社長就任 

平成17年６月 東洋水産㈱取締役就任 

現在に至る 

    
平成18年４月 八戸東洋㈱取締役 

現在に至る 
 

取締役   木 村 哲 夫 昭和24年12月21日生 

昭和48年４月 東洋水産㈱入社 

― 

平成９年６月 東洋水産㈱総務部長 

平成11年６月 東洋水産㈱製品管理部長  

平成13年２月 東洋水産㈱品質保証部長 

平成16年６月 当社監査役就任 

平成17年６月 当社取締役就任 

現在に至る 

取締役  工場長 道 田 竹 四  昭和26年10月７日生 

昭和45年４月 東洋水産㈱入社 

― 

平成11年７月 山陰東洋㈱取締役就任 

平成14年４月 甲府東洋㈱取締役就任 

平成15年４月 ユタカフーズ㈱鳥取工場長 

平成15年６月 ユタカフーズ㈱取締役鳥取工場長

就任 

平成18年６月 当社取締役工場長就任 

現在に至る 

監査役 

（常勤） 
 青 木 英 達 昭和22年７月31日生 

昭和47年９月 当社入社 

9 

平成11年６月 当社取締役生産部長就任 

平成16年４月 当社取締役就任 

平成17年６月 当社監査役就任 

現在に至る 

監査役 

（常勤） 
 金 濱 甲矢男 昭和22年２月６日生 

昭和40年３月 東洋水産㈱入社 

1 

平成11年３月 東洋水産㈱八戸出張所営業所長 

平成14年２月 当社出向 

平成14年６月 当社取締役工場長就任 

平成18年６月 当社監査役就任 

現在に至る 

監査役 

（非常勤） 
 北 村 勝 久 昭和15年11月24日生 

昭和34年４月 東洋水産㈱入社 

8 

昭和62年６月 東洋水産㈱取締役就任 

平成７年６月 東洋水産㈱常務取締役就任 

平成10年６月 当社監査役就任 

平成15年６月 東洋水産㈱常勤監査役就任 

現在に至る  

平成17年６月 当社監査役就任 

現在に至る  

計 22 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は株主および投資家重視の基本方針のもとに、取締役会において、迅速かつ的確な意思決定を図り、積極的

に情報開示を行う経営体制構築に取組んでおります。 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

 ①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

ア）取締役及び監査役の役員構成 

 当社は、取締役３名、監査役３名（内1名は非常勤）の役員構成（平成18年3月31日現在）により施策等を実施

する監査役制度採用会社であります。なお、社外取締役の選任はありません。また、当社には法的に義務付けら

れておりませんが、監査役３名中1名は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項」に

定める社外監査役に該当します。 

イ）取締役会の開催状況 

 取締役会（定時・臨時）は、常勤監査役出席のもと、迅速かつ的確な意思決定の場として、資本と経営が明確

に分離された環境で、取締役会規則等に則り厳正なる運営がなされております。 

ウ）監査役監査の状況 

 常勤監査役は全ての取締役会に出席し、公正な経営監視を図るため、取締役の業務執行に関する監査を行うと

ともに、適宜、意見の表明を行っております。 

エ）内部監査の状況 

 当社に内部監査部門はありませんが、常勤監査役により各部署を対象として遂行業務の法的なチェックおよび

定款の遵守のチェックを適宜行っております。さらに、中央青山監査法人およびあずさ監査法人から会計監査内

容について説明を受け情報交換を行うなど連携を取っております。 

オ）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 社外取締役は選任しておりません。 

 社外監査役と当社とは取引関係その他利害関係はありません。 

カ）リスク管理体制の整備状況 

 リスク管理体制の一環として、幹部会議を毎月実施しております。幹部会議は全役員、全管理職を対象に、経

営方針の確認、問題点の把握等のあらゆる面において共通認識を持つ事を目的として行われております。また、

特に法令遵守（コンプライアンス）に関しては、全社員に徹底すべく意識の確認を行い、企業体質の強化を図っ

ております。 

キ）役員報酬の内容 

 当事業年度における役員報酬の総額は 29,852千円であり、その内、取締役に支払われた報酬の総額は 13,692

千円であり、監査役に支払われた報酬の総額は 16,160千円であります。 

②会計監査の状況 

  当社の会計監査については、中央青山監査法人、あずさ監査法人を選任しております。なお、業務を執行した

公認会計士の氏名については次のとおりであります。 

 ・中央青山監査法人 梅田浩三（継続監査年数10年）、河村 勝 

 ・あずさ監査法人  池谷修一、宮原正弘 

 監査業務に係る補助者の構成については次のとおりであります。 

 ・中央青山監査法人 公認会計士７名、会計士補４名 

 ・あずさ監査法人  公認会計士３名、会計士補４名 

 なお、当事業年度における公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の総額は25,000千円であり

ます。 



第５【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）の

財務諸表については中央青山監査法人の監査を受けております。また、当事業年度（平成17年４月１日から平成18年

３月31日まで）の財務諸表については中央青山監査法人およびあずさ監査法人の監査を受けております。 

３ 連結財務諸表について 

 当社は、子会社がないため、連結財務諸表は作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金   26,112   22,033  

２ 売掛金 ※３  1,244,337   1,371,266  

３ 製品   73,848   69,398  

４ 原材料   81,431   92,555  

５ 仕掛品   18,122   10,982  

６ 貯蔵品   56,293   31,892  

７ 前払費用   5,509   3,848  

８ 繰延税金資産   41,158   45,119  

９ ＣＭＳ預け金 ※３  1,025,959   529,409  

10 その他   6,798   4,423  

流動資産合計   2,579,571 40.4  2,180,929 28.7 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1）建物  1,897,576   1,928,204   

減価償却累計額  890,947 1,006,628  959,677 968,526  

(2）構築物  353,226   363,623   

減価償却累計額  230,493 122,732  241,007 122,616  

(3）機械及び装置  4,459,599   4,575,997   

減価償却累計額  2,610,379 1,849,220  2,714,430 1,861,566  

(4）車両及び運搬具  10,249   6,529   

減価償却累計額  9,737 512  4,792 1,736  

(5）工具器具備品  129,499   127,475   

減価償却累計額  99,075 30,424  103,365 24,109  

(6）土地   467,508   467,569  

(7）建設仮勘定   35,962   1,677,429  

有形固定資産合計   3,512,988 55.0  5,123,555 67.5 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

２ 無形固定資産        

(1）商標権   720   530  

(2）ソフトウェア   241   141  

(3）電話加入権   873   873  

無形固定資産合計   1,835 0.0  1,545 0.0 

３ 投資その他の資産        

(1）投資有価証券   40,276   40,739  

(2）従業員長期貸付金   1,819   1,889  

(3）長期前払費用   2,148   －  

(4）繰延税金資産   245,481   245,036  

(5）その他   1,125   1,474  

投資その他の資産合計   290,850 4.6  289,139 3.8 

固定資産合計   3,805,674 59.6  5,414,240 71.3 

資産合計   6,385,246 100.0  7,595,170 100.0 

         
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１ 買掛金 ※３  854,002   913,799  

２ 未払金   179,504   745,946  

３ 未払費用   217,879   255,939  

４ 未払法人税等   221,883   232,273  

５ 未払消費税等   ―   46,492  

６ 預り金   2,837   2,696  

流動負債合計   1,476,107 23.1  2,197,148 28.9 

Ⅱ 固定負債        

１ 退職給付引当金   578,801   591,565  

２ 役員退職慰労引当金   42,621   3,555  

固定負債合計   621,423 9.7  595,121 7.9 

負債合計   2,097,530 32.8  2,792,270 36.8 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  222,700 3.5  222,700 2.9 

Ⅱ 資本剰余金        

１ 資本準備金  213,620   213,620   

資本剰余金合計   213,620 3.3  213,620 2.8 

Ⅲ 利益剰余金        

１ 利益準備金  37,500   37,500   

２ 任意積立金        

別途積立金  3,020,000   3,590,000   

３ 当期未処分利益  794,061   738,968   

利益剰余金合計   3,851,561 60.4  4,366,468 57.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  556 0.0  834 0.0

Ⅴ 自己株式 ※２  △722 △0.0  △722 △0.0

資本合計   4,287,715 67.2  4,802,900 63.2 

負債資本合計   6,385,246 100.0  7,595,170 100.0 

         



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 ※５  11,872,829 100.0  13,229,763 100.0

Ⅱ 売上原価        

１ 期首製品棚卸高  80,369   73,848   

２ 当期製品製造原価 ※５ 10,701,037   11,960,443   

合計  10,781,406   12,034,291   

３ 他勘定振替高 ※１ △5,226   △7,992   

４ 期末製品棚卸高  73,848 10,712,785 90.2 69,398 11,972,886 90.5

売上総利益   1,160,044 9.8  1,256,877 9.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１ 運賃保管料  24,481   22,691   

２ 役員報酬  33,798   29,852   

３ 給料手当  37,611   51,261   

４ 退職給付費用  6,584   8,620   

５ 役員退職慰労引当金繰
入額 

 3,315   2,932   

６ 減価償却費  7,456   6,812   

７ 研究開発費 ※２ 36,607   29,302   

８ 補修費  －   14,464   

９ 委託報酬費  12,375   13,500   

10 製品補償費  －   14,240   

11 その他  72,085 234,315 2.0 66,516 260,194 2.0 

営業利益   925,729 7.8  996,682 7.5 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息 ※５ 3,641   3,278   

２ 受取配当金  13   13   

３ 保険配当金  1,138   1,435   

４ 雑収入  6,622 11,415 0.1 11,504 16,231 0.2 

Ⅴ 営業外費用        

１ 製品廃棄損  1,778   603   

２ 原材料廃棄損  545   ―   

３ 機械解体撤去費用  12,380   3,669   

４ 雑損失  3,280 17,984 0.2 3,001 7,274 0.1 

経常利益   919,160 7.7  1,005,640 7.6 

Ⅵ 特別利益        

１ 過年度損益修正益  ※３ 43,096   5,424   

２ 厚生年金基金代行部分
返上益 

  186,134 229,231 1.9 ― 5,424 0.1 

Ⅶ 特別損失        

  固定資産除却損  ※４ 92,186 92,186 0.7 49,339 49,339 0.4

税引前当期純利益   1,056,205 8.9  961,725 7.3 

法人税、住民税及び事
業税 

 336,046   386,657   

法人税等調整額  86,628 422,674 3.6 △3,700 382,957 2.9 

当期純利益   633,530 5.3  578,768 4.4 

前期繰越利益   160,531   160,199  

当期未処分利益   794,061   738,968  

         



製造原価明細書 

 （注） ※１ 引当金繰入額が次のとおり含まれております。 

※２ 主なものは次のとおりであります。 

※３ 主なものは次のとおりであります。 

（原価計算の方法） 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  8,519,496 79.5 9,377,725 78.4 

Ⅱ 労務費 ※１ 1,157,100 10.8 1,347,028 11.2 

Ⅲ 経費 ※２ 1,038,713 9.7 1,241,862 10.4 

当期総製造費用  10,715,310 100.0 11,966,616 100.0 

期首仕掛品棚卸高  15,066  18,122  

合計  10,730,377  11,984,738  

期末仕掛品棚卸高  18,122  10,982  

他勘定受入高  ―  ―  

他勘定払出高 ※３ 11,218  13,312  

当期製品製造原価  10,701,037  11,960,443  

       

項目 
前事業年度 
（千円） 

当事業年度 
（千円） 

退職給付費用 39,175 41,312 

項目 
前事業年度 
（千円） 

当事業年度 
（千円） 

減価償却費 364,132 418,175 

動力費 280,537 370,897 

項目 
前事業年度 
（千円） 

当事業年度 
（千円） 

売上原価（他勘定振替高） 11,218 13,312 

前事業年度 当事業年度 

 当社の原価計算は、実際原価による品目別単純総合原

価計算によっております。 
同左 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税引前当期純利益  1,056,205 961,725 

減価償却費  381,702 434,484 

受取利息及び受取配当
金 

 △3,654 △3,291 

固定資産除却損  92,186 49,339 

売上債権の増加額  △338,652 △126,929 

棚卸資産の減少額（△
増加額） 

 △50,623 24,868 

仕入債務の増加額  281,588 59,796 

退職給付引当金の増加
額（△減少額） 

 △232,623 12,764 

役員退職慰労引当金の
増加額（△減少額） 

 3,315 △39,065 

未払消費税等の増加額
（△減少額） 

 △18,871 46,492 

その他の流動資産の減
少額 

 4,228 5,816 

その他の流動負債の増
加額 

 39,405 34,877 

役員賞与の支払額  △2,540 △5,740 

小計  1,211,665 1,455,137 

利息及び配当金の受取
額 

 3,922 3,294 

法人税等の支払額  △176,588 △373,225 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 1,039,000 1,085,205 

    
 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △698,468 △1,533,584 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 9,953 5,763 

貸付による支出  △2,141,453 △3,952,525 

貸付金の回収による収
入 

 1,787,139 4,449,020 

その他投資の減少額  594 ― 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △1,042,234 △1,031,325 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

自己株式取得支出  △411 ― 

配当金の支払額  △38,698 △57,959 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △39,109 △57,959 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減
少額 

 △42,343 △4,079 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 68,456 26,112 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 26,112 22,033 

     



④【利益処分計算書】 

 （注） 日付は株主総会承認年月日であります。 

  
前事業年度 

（平成17年６月24日） 
当事業年度 

（平成18年６月27日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   794,061  738,968 

Ⅱ 利益処分額      

１ 配当金  58,122  58,122  

２ 役員賞与金  5,740  4,480  

（うち監査役賞与金）  (1,860)  (2,110)  

３ 任意積立金      

 別途積立金  570,000 633,862 520,000 582,602 

Ⅲ 次期繰越利益   160,199  156,366 

       



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し売却原価は移動平均法により

算定しております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２ 棚卸資産の評価基準及び

評価方法 

 月次移動平均法による原価法によって

おります。 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産  定率法によっておりま

す。 

ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除

く）については、定額

法によっております。 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物    15～31年 

機械装置  ９～16年 

有形固定資産  同左 

 無形固定資産  定額法によっておりま

す。ただし、ソフトウ

ェア（自社利用分）に

ついては、社内におけ

る利用可能期間（５

年）に基づく定額法に

よっております。 

無形固定資産  同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ４ 引当金の計上基準 退職給付引当金 従業員の退職給付に備

えて、当事業年度末に

おける退職給付債務及

び年金資産の見込額に

基づき計上しておりま

す。過去勤務債務は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）

による定額法により費

用処理しております。

数理計算上の差異は発

生時における従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）

による定額法により按

分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費

用処理しております。 

退職給付引当金 同左 

 （追加情報） 

 当社が加入しております東洋水産厚生

年金基金は、確定給付企業年金法の施行

に伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成15年5月1日に厚生労働大臣から

将来分支給義務免除の認可を受け、平成

16年5月1日に過去分返上の認可を受けて

おります。 

 当事業年度における損益に与える影響

額は、特別利益として186,134千円計上し

ております。 

        ―――――― 

  

  

   

 役員退職慰労 

引当金 

役員の退職慰労金の支

給に備えて、内規に基

づく期末要支給額を計

上しております。 

役員退職慰労 

引当金 

同左 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



（会計処理方法の変更） 

（表示方法の変更） 

（追加情報） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14

年8月9日)）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日)が平

成16年3月31日に終了する事業年度に係る財務諸表から適用

できることになったことに伴い、当事業年度から同会計基

準及び同適用指針を適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

            ―――――― 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （損益計算書） 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「製品補償

費」（当事業年度9,500千円）は、販売費及び一般管理費

の総額の100分の５以下となったため、「その他」に含め

て表示することといたしました。 

  前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」に

含めて表示しておりました「委託報酬費」は販売費及び

一般管理費の総額の100分の５を超えたため、「委託報酬

費」として区分掲記いたしました。 

 なお、前事業年度における「委託報酬費」の金額は

12,000千円であります。 

 （損益計算書） 

 前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」に

含めて表示しておりました「補修費」は販売費及び一般

管理費の総額の100分の５を超えたため、区分掲記いたし

ました。 

 なお、前事業年度における「補修費」の金額は2,167千

円であります。  

 前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」に

含めて表示しておりました「製品補償費」は販売費及び

一般管理費の総額の100分の５を超えたため、区分掲記い

たしました。 

 なお、前事業年度における「製品補償費」の金額は

9,500千円であります。  

 前事業年度まで区分掲記しておりました「原材料廃棄

損」（当事業年度151千円）は営業外費用の総額の100分

の10以下であり重要性を勘案して「雑損失」に含めて表

示することにいたしました。  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

「地方税等の一部を改正する法律」（平成15年法律第9

号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月1日以後

に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の

取扱い」（平成16年2月13日 企業会計基準委員会 実務

対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

 この結果、販売費及び一般管理費が7,676千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が7,676千円減

少しております。 

           ―――――― 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 会社が発行する株式 ※１ 会社が発行する株式 

普通株式 11,500,000株

発行済株式総数 普通株式 3,230,000 

普通株式   11,500,000株

発行済株式総数 普通株式 3,230,000 

※２ 自己株式の保有数 ※２ 自己株式の保有数 

普通株式 1,000株 普通株式      1,000株

※３ 関係会社に対する資産及び負債には次のものがあ

ります。 

※３ 関係会社に対する資産及び負債には次のものがあ

ります。 

売掛金    1,180,651千円

買掛金 819,063 

ＣＭＳ預け金 1,025,959 

売掛金     1,307,929千円

買掛金        883,369 

ＣＭＳ預け金 529,409 

 ４ 商法施行規則第124条第３号の規定により配当に充

当することが制限されている金額は556千円でありま

す。 

 ４ 商法施行規則第124条第３号の規定により配当に充

当することが制限されている金額は834千円でありま

す。 



（損益計算書関係） 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 ※１ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 

売上原価 売上原価 

他勘定振替受  

 製造経費（減価償却費他）    11,218千円

他勘定振替払  

 販売費及び一般管理費 

（交際費他） 
    2,174千円

 営業外費用（製品廃棄損他）     3,817 

 計     5,991 

他勘定振替受  

 製造経費（減価償却費他） 13,312千円

他勘定振替払  

 販売費及び一般管理費 

（交際費他） 
        922千円

 営業外費用（製品廃棄損他）          4,397 

 計    5,320 

 差引 他勘定振替高  △7,992 

  
  

※２ 研究開発費36,607千円は全額一般管理費として計

上しております。なお、引当金繰入額及び減価償却

費が次のとおり含まれております。 

※２ 研究開発費29,302千円は全額一般管理費として計

上しております。なお、引当金繰入額及び減価償却

費が次のとおり含まれております。 

退職給付費用    846千円

減価償却費      10,113 

退職給付費用       780千円

減価償却費 6,894 

 ※３ 過年度損益修正益の内容は次のとおりであります。

税務調査による資産受入 

（貯蔵品）    43,096千円

 ※３ 過年度損益修正益の内容は次のとおりであります。

役員退職慰労引当金戻入益    5,424千円

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

有形固定資産  

 建物      20,420千円

 機械及び装置       71,254 

 車両及び運搬具 110 

 工具器具備品 401 

 計       92,186 

有形固定資産  

 建物           1,606千円

 構築物            804 

 機械及び装置   46,064 

 車両及び運搬具  386 

 工具器具備品  476 

 計 49,339 

※５ 関係会社との取引にかかわるものが次のとおり含

まれております。 

※５ 関係会社との取引にかかわるものが次のとおり含

まれております。 

売上高   11,562,225千円

原材料仕入高 

（当期製品製造原価） 
   7,940,436 

受取利息      3,591 

売上高   12,851,997千円

原材料仕入高 

（当期製品製造原価） 
8,919,857 

受取利息           3,256 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在）

現金及び預金勘定       26,112千円

現金及び現金同等物 26,112 

現金及び預金勘定         22,033千円

現金及び現金同等物 22,033 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

車両及び運搬
具 

4,860 4,860 － 

工具器具備品 11,973 10,111 1,861 

計 16,833 14,971 1,861 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

工具器具備品 6,837 6,457 379 

計 6,837 6,457 379 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しておりま

す。 

（注）         同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内      1,482千円

１年超 379 

合計 1,861 

１年内         379千円

    

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み法」により算定

しております。 

（注）         同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料      2,409千円

減価償却費相当額 2,409 

支払リース料        1,482千円

減価償却費相当額 1,482 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当事業年度において、その他有価証券で時価のある株式については減損処理は行っておりません。 

なお、時価のあるその他有価証券の減損処理にあたっては、下記の基準によっております。 

① 50％以上下落した場合のものについては、すべて減損処理を行います。 

② 50％未満30％以上下落したものについては、個別銘柄毎に、市場価格の推移を基に時価と帳簿価格との乖

離状況等を把握するとともに発行体の公表された個別財務諸表における各財務比率等を総合的に判断し、

回復の可能性のないものについて減損処理を行います。 

２ 時価評価されていないその他有価証券 

当事業年度（平成18年３月31日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当事業年度において、その他有価証券で時価のある株式については減損処理は行っておりません。 

なお、時価のあるその他有価証券の減損処理にあたっては、下記の基準によっております。 

① 50％以上下落した場合のものについては、すべて減損処理を行います。 

② 50％未満30％以上下落したものについては、個別銘柄毎に、市場価格の推移を基に時価と帳簿価格との乖

離状況等を把握するとともに発行体の公表された個別財務諸表における各財務比率等を総合的に判断し、

回復の可能性のないものについて減損処理を行います。 

２ 時価評価されていないその他有価証券 

有価証券 

 種類 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 株式 352 1,275 923 

 貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 39,001 

有価証券 

 種類 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 株式 352 1,738 1,385 

 貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 39,001 



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制

度及び退職一時金制度を設けております。 

 当社は、厚生年金基金の代行部分について、平成15

年５月１日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の

認可を受け、平成16年5月1日に過去分返上の認可を受

けております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年

金制度及び退職一時金制度を設けております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日） ２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日） 

 （千円）

イ 退職給付債務 △601,680

ロ 基金年金資産 36,124

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △565,556

ニ 未認識数理計算上の差異 74,848

ホ 未認識過去勤務債務(債務の減額) △88,093

ヘ 貸借対照表計上額純額 

(ハ＋ニ＋ホ) 
△578,801

ト 退職給付引当金 △578,801

 （千円）

イ 退職給付債務 △654,315

ロ 年金資産 37,441

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △616,874

ニ 未認識数理計算上の差異 103,613

ホ 未認識過去勤務債務(債務の減額) △78,305

ヘ 貸借対照表計上額純額 

(ハ＋ニ＋ホ) 
△591,565

ト 退職給付引当金 △591,565

 



前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） （自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （千円）

イ 勤務費用(注) 46,198

ロ 利息費用 6,571

ハ 期待運用収益 △7,596

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 －

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 11,724

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △10,291

ト 退職給付費用 

(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 
46,606

チ 厚生年金基金の代行部分返上に伴

う損益 
△186,134

計 △139,528

 （千円）

イ 勤務費用(注) 44,099

ロ 利息費用 7,260

ハ 期待運用収益 △903

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 10,044

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △9,788

ヘ 退職給付費用 

(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 
50,713

   

（注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除してお

ります。なお、退職一時金は、簡便法を採用して

おり勤務費用に含んで計上しております。 

（注）確定給付企業年金に対する従業員拠出額を控除し

ております。なお、退職一時金は、簡便法を採用

しており勤務費用に含んで計上しております。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 

期間定額基準 

ロ 割引率 

2.5％ 

ハ 期待運用収益率 

2.5％ 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 

10年 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 

10年 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 

期間定額基準 

ロ 割引率 

  2.0％ 

ハ 期待運用収益率 

   2.5％ 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 

 10年 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 

 10年 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

流動資産  

賞与引当金   23,162千円

未払事業税 15,553 

その他 2,442 

固定資産  

退職給付引当金 222,081 

役員退職慰労引当金 16,949 

その他 6,817 

繰延税金資産合計 287,006 

繰延税金負債  

固定負債  

その他有価証券評価差額金 367 

繰延税金負債合計 367 

繰延税金資産の純額 286,639 

繰延税金資産  

流動資産  

賞与引当金     27,885千円

未払事業税 17,080 

その他 153 

固定資産  

退職給付引当金 235,248 

役員退職慰労引当金 1,414 

その他 8,925 

繰延税金資産合計 290,707 

繰延税金負債  

固定負債  

その他有価証券評価差額金 551 

繰延税金負債合計 551 

繰延税金資産の純額 290,155 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、財務諸表等規則第８条の12第３項の規定に基づ

き注記を省略しております。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、財務諸表等規則第８条の12第３項の規定に基づ

き注記を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注） 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

① 製品の販売について 

 当社は東洋水産㈱からの委託によりマルちゃんブランド製品（即席麺・米飯）を製造し、納品販売しておりま

す。販売価格などの取引条件については、毎年協議の上、年間受注数量等を勘案して決定しております。 

② 原材料の仕入について 

 製品の標準化及び原価の低減を図るため、一部の原材料については東洋水産㈱を通じて購入しておりますが、仕

入価格などの取引条件については、市場価格等を勘案し、協議の上、決定しております。 

③ その他営業取引について 

 これらの取引は経費負担額等の授受であり、項目が多岐にわたるため取引条件等の記載は省略しております。 

④ ＣＭＳ預け金の利率について 

 貸付利率については、市中金利等を勘案し、東洋水産㈱の規定により協議の上、決定しております。 

属性 会社名 住所 
資本金 

（百万円）
事業の 
内容 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
（％） 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

親会社 東洋水産 

㈱ 

東京都 

港区 

18,969 食品の 

製造販売 

(被所有) 

直接 51.76 

― 委託によ

る即席

麺・米飯

の製造及

び販売 

原材料の

仕入 

営業 

取引 

製品の 

販売 
11,562,225 売掛金 1,180,651

        
原材料

の仕入 
7,940,436 買掛金 819,063

        
その他 

8,772 
未収 

入金 
840

        147,228 
未払 

費用 
7,657

       

営業取

引以外

の取引 

資金の

寄託に

係る受

取利息 

3,591 
ＣＭＳ 

預け金 
1,025,959

        
  固定資

産購入 
77,878 未払金 14,866



当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注） 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

① 製品の販売について 

 当社は東洋水産㈱からの委託によりマルちゃんブランド製品（即席麺・米飯）を製造し、納品販売しておりま

す。販売価格などの取引条件については、毎年協議の上、年間受注数量等を勘案して決定しております。 

② 原材料の仕入について 

 製品の標準化及び原価の低減を図るため、一部の原材料については東洋水産㈱を通じて購入しておりますが、仕

入価格などの取引条件については、市場価格等を勘案し、協議の上、決定しております。 

③ その他営業取引について 

 これらの取引は経費負担額等の授受であり、項目が多岐にわたるため取引条件等の記載は省略しております。 

④ ＣＭＳ預け金の利率について 

 貸付利率については、市中金利等を勘案し、東洋水産㈱の規定により協議の上、決定しております。 

属性 会社名 住所 
資本金 

（百万円）
事業の 
内容 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
（％） 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

親会社 東洋水産 

㈱ 

東京都 

港区 

18,969 食品の 

製造販売 

(被所有) 

直接 51.84 

兼任1名 委託によ

る即席

麺・米飯

の製造及

び販売 

原材料の

仕入 

営業 

取引 

製品の 

販売 
12,851,997 売掛金 1,307,929

        
原材料

の仕入 
8,919,857 買掛金 883,369

        
その他 

14,266 
未収 

入金 
2,022

        86,839 
未払 

費用 
8,572

       

営業取

引以外

の取引 

資金の

寄託に

係る受

取利息 

3,256 
ＣＭＳ 

預け金 
529,409



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

   該当事項はありません。 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額         1,326.10円                 1,486.04円 

１株当たり当期純利益金額 194.41円       177.85円 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

       同左 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（千円） 633,530 578,768 

普通株主に帰属しない金額（千円） 5,740 4,480 

（うち利益処分による役員賞与） (5,740) (4,480) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 627,790 574,288 

普通株式の期中平均株式数（株） 3,229,250 3,229,000 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円） 

投資有価証券 その他有価証券 

㈱酒悦 125,000 37,500 

東和エステート㈱ 30 1,500 

㈱東邦銀行 2,720 1,738 

㈱大禄 40 1 

計 127,790 40,739 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 当事業年度増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

       ２ 当事業年度減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

３ 無形固定資産の金額は、資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」および「当期減

少額」の記載を省略しております。 

４ 長期前払費用の金額は、通常の費用の前払いの期間配分に係るものであり、減価償却と性格が異なるため、

償却累計額および当期償却額は記載しておりません。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価 
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末 
残高 
（千円） 

有形固定資産        

建物 1,897,576 40,929 10,301 1,928,204 959,677 77,425 968,526 

構築物 353,226 12,995 2,597 363,623 241,007 12,307 122,616 

機械及び装置 4,459,599 397,933 281,535 4,575,997 2,714,430 333,903 1,861,566 

車両及び運搬具 10,249 2,439 6,159 6,529 4,792 645 1,736 

工具器具備品 129,499 4,795 6,820 127,475 103,365 9,912 24,109 

土地 467,508 61 － 467,569 － － 467,569 

建設仮勘定 35,962 1,798,107 156,639 1,677,429 － － 1,677,429 

有形固定資産計 7,353,621 2,257,262 464,054 9,146,829 4,023,274 434,194 5,123,555 

無形固定資産        

商標権 － － － 1,899 1,369 189 530 

ソフトウェア － － － 500 358 100 141 

電話加入権 － － － 873 － － 873 

無形固定資産計 － － － 3,273 1,727 289 1,545 

長期前払費用 2,148 － 2,148 － － － － 

機械及び装置 即席麺製造設備 217,589千円

  米飯製造設備 108,062千円

建設仮勘定 無菌包装米飯第二工場建設 1,672,513千円

機械及び装置 即席麺製造設備 229,073千円



【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

【資本金等明細表】 

 （注）１ 当事業年度末における自己株式数は1,000株であります。 

２ 任意積立金の増加は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注）役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」は、役員退職慰労引当金戻入益であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 222,700 － － 222,700 

資本金のうち 

既発行株式 

普通株式 (株) (3,230,000) （－） （－） (3,230,000) 

普通株式 (千円) 222,700 － － 222,700 

計 (株) (3,230,000) （－） （－） (3,230,000) 

計 (千円) 222,700 － － 222,700 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金） 

株式払込剰余金 
(千円) 213,620 － － 213,620 

計 (千円) 213,620 － － 213,620 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） (千円) 37,500 － － 37,500 

（任意積立金） 

別途積立金 
(千円) 3,020,000 570,000 － 3,590,000 

計 (千円) 3,057,500 570,000 － 3,627,500 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

役員退職慰労引当金 42,621 2,932 36,574 5,424 3,555 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 

ロ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

ハ 製品 

区分 金額（千円） 

現金 211 

預金  

普通預金 21,821 

合計 22,033 

相手先 金額（千円） 

東洋水産㈱ 1,307,929 

防衛庁 25,601 

旭化成ファーマ㈱ 11,023 

日本油脂㈱ 9,965 

㈱大塚製薬工場 9,279 

その他 7,466 

合計 1,371,266 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） 
(Ｃ) 

───── 
(Ａ)＋(Ｂ) 

× 100 

(Ａ)＋(Ｄ) 
───── 
２ 

────── 
(Ｂ) 

───── 
365 

1,244,337 13,891,251 13,764,322 1,371,266 90.9 34.4 

品目 金額（千円） 

即席麺 20,851 

米飯 32,094 

その他 16,452 

合計 69,398 



ニ 原材料 

ホ 仕掛品 

へ 貯蔵品 

ト ＣＭＳ預け金 

② 負債の部 

イ 買掛金 

区分 金額（千円） 

主原料 13,590 

副原料 51,457 

包装材料 27,507 

合計 92,555 

品目 金額（千円） 

即席麺 10,746 

その他 235 

合計 10,982 

区分 金額（千円） 

燃料 861 

消耗品 81 

予備部品 29,317 

その他 1,630 

合計 31,892 

相手先 金額（千円） 

東洋水産㈱ 529,409 

合計 529,409 

相手先 金額（千円） 

東洋水産㈱ 883,369 

日本油脂㈱ 8,529 

㈱物産ライス  3,394 

青葉化成㈱ 2,974 

東光食糧㈱ 2,230 

その他 13,301 

合計 913,799 



ロ 未払金 

ハ 退職給付引当金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

㈱日阪製作所 291,000 

大成建設㈱ 153,650 

ナラサキ産業㈱  96,180 

四国化工機㈱ 67,725 

森永エンジニアリング㈱ 37,170 

その他 100,221 

合計 745,946 

区分 金額（千円） 

未積立退職給付債務 616,874 

未認識数理計算上の差異 △103,613 

未認識過去勤務債務（債務の減額） 78,305 

合計 591,565 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）   有価証券報告書提出日（平成18年6月27日）現在の公告方法は電子公告としております。ただし、事故その

他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることが出来ない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲

載する方法としております。 

  なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次の通りであります。 

  http://www.fukushimafoods.jp/ 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券、10,000株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝３丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝３丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝３丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝３丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店・全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 日本経済新聞（注） 

株主に対する特典 
３月31日の最終の株主名簿および実質株主名簿に記載された1,000株以上の株

主に対して、当社製造品（3,000円相当）を７月に贈呈いたします。 



第７【提出会社の参考情報】 

 １【提出会社の親会社等の情報】 

   当社の親会社等である東洋水産株式会社は、東京証券取引所に上場しており、継続開示会社であります。 

 ２【その他の参考情報】 

    当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  （１）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第49期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 平成17年６月24日東北財務局長

に提出 

  （２）半期報告書 

第50期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 平成17年12月９日東北財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２４日

フ ク シ マ フ ー ズ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているフクシマフーズ株式

会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第４９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キ

ャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フクシマフーズ株式

会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 幸 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 梅 田 浩 三 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２７日

フ ク シ マ フ ー ズ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているフクシマフーズ株式会社

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッ

シュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財務諸表に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フクシマフーズ株式会社

の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 梅 田 浩 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 河 村   勝 

      

あ ず さ 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 池 谷 修 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 宮 原 正 弘 
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